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耐候性鋼材の道路橋への適用環境評価指標については、飛来塩分量との相関についての実績から、

海岸線からの離隔距離に応じて無塗装での適用可否条件が定められている。しかし、架設後に予期

せぬ異常さびの発生する事例もあり、その原因のひとつに凍結防止剤の影響が考えられる。本研究

（Ⅱ編）では、凍結防止剤の散布が腐食環境に及ぼす影響を把握することを目的として、我が国の

事例及び米国における無塗装耐候性鋼橋の実態を調査し、さらに並列橋や地山が近接した局所的な

環境条件について、凍結防止剤の飛散による桁への塩分付着量に関する解析的検討を行ったもので

ある。 

The construction of weathering steel bridges is applicable in the region defined as the distance 
from the shoreline around Japan in the specifications for highway bridges. The deicer is able to 
make rust abnormal after the construction of the weathering steel bridge. In this paper, the 
achievement of weathering steel bridges in Japan is investigated, and the actual situation the 
bridges in U.S. is conducted for consideration of the influence of the deicer on the corrosion. The 
salt accumulation on the bridge by scattering of the deicer is also analyzed in consideration of 
the local condition around the bridges, parallel bridges, adjacent the face of mountain. 
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まえがき 

 

1981 年（昭和 56 年）より 1990 年（平成 2 年）にかけて建設省土木研究所、(社)鋼材倶

楽部、(社)日本橋梁建設協会の 3 者により行われた耐候性鋼材の橋への適用性に関する共

同研究の成果として、「無塗装耐候性橋梁の設計・施工要領（改定案）1993 年（平成 5 年）

3 月」において、飛来塩分量に着目した耐候性鋼材を無塗装で橋に用いることが出来る適

用環境評価指標が示されている。これをうけて道路橋示方書で、所定の方法で計測した飛

来塩分量が 0.05mdd を超えない地域、あるいは地域区分ごとに図で示された海岸線からの

距離を越える地域において使用することが出来るとされている。凍結防止剤の散布の影響

に関しては、関ヶ原周辺鋼桁の付着塩分量調査等の結果により現行の凍結防止剤の散布量

程度であれば、無塗装耐候性鋼橋の使用には支障ないとされ、前掲の設計・施工要領（改

定案）において、凍結防止剤が散布される橋においては、特に水の処置に注意しなければ

ならないとされていた。しかしながら、スパイクタイヤの使用禁止に伴う凍結防止剤散布

量の増大が報告されており、また、前掲の設計・施工要領（改定案）の提示から約 20 年

が経過し耐候性鋼橋の適用実績が増える中で、凍結防止剤散布による影響を改めて検証す

ることが求められている。 
このような背景から、本研究は、凍結防止剤の散布が腐食環境に及ぼす影響を把握する

ことを目的として、凍結防止剤を散布している橋の事例及び米国の無塗装耐候性鋼橋の実

態を調査し、さらに並列橋や地山が近接した局所的な環境条件について、凍結防止剤の飛

散による桁への塩分付着量に関する解析的検討を行ったものである。 
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についてとりまとめたものである。 
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